
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

生活文化課長
島崎　律照

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

550,333

418,500

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 拡大

40 2,567 2,607 325,875 100

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

生活文化課
市民協働係

地域国際化事業

個-01

20 1,631 1,651
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

24 1,650 1,674

東久留米市外国語ボランティア派遣・あっせん事業実施要綱

8 40

説明：通訳ボランティア派遣について、
各課への周知を徹底し、対応できる業務
の内容を伝えていく。
市内ボランティア団体を通じて、在住外
国人への情報提供等を行う。

総合評価（課題・方向性）：国際化が
進展する中、ＩＣＴ技術を取り入れた
窓口受付業務のユーザビリティの向上
について、調査・研究を行って行く。
ブロック構成市との連携を図り、在住
外国人の学習支援・生活支援や、在住
外国人を支えるボランティアの支援を
継続しておこなっていく。

事業
内容
・

活動
手段

行政窓口での通訳や、市政情報の翻訳
などボランティアを派遣する。
在住外国人の日本語教育の場を協定で
提供する。
北多摩ブロックで情報提供の仕組みを
構築する。また、ブロックを構成する
自治体間で連携し、在住外国人・ボラ
ンティアに向けた各種事業を行う。

派遣によ
り、手続
き等が完
了できた
割合

行政
補完的

政策的

効率性 5 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：ボランティア派遣の要請が増加し
ているため、限られた時間のなかで的確
に目的が達成できるよう、登録していた
だいているボランティアと、担当課との
連絡調整に努めていく。

20

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市内在住外国人

通訳・翻
訳ボラン
ティア派
遣実施回
数

24

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

4

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市内在住外国人に、市の情報
を分かりやすく提供する。
ボランティ等を通じ、在住外
国人へ学習支援・生活支援を
行う。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

3

説明：各課から提出された条例等の件数
が減少した。

総合評価（課題・方向性）：引き続き
的確な審査に取り組むとともに、単年
度要綱の在り方を見直し、業務の効率
化につなげたい。

説明：廃止施設の廃印により、公印数は
若干減少した。

30年度の方向性 現状維持

（市）公印規程

102 0 513 513 5,033 －

説明：公印規程に則り、公印の適正な使
用及び管理を行っている。

対象 外部評価

外部評価

578

対象

文書のオキカエに伴い発生す
る保存文書

その年に
発生した
保存文書
（保存
箱）の数
量(箱)

3

廃止予定
の有無

説明：２８年度は臨時職員を雇用し、上
記基準を策定するとともに、２８年度廃
棄文書の中から歴史公文書等となり得る
ものを整理した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

目的
・

意図

確実な文書の管理・処理（個
人情報等の適正な管理）

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

738 0

根拠
法令
等

業務フローに改
善の余地がある 　

根拠
法令
等

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

698

774
財政健全経営計画

実行プラン
対象

104

説明：２８年度中に「保存期限満了時の
措置の判断基準」を策定し、歴史公文書
等となり得るものの保存について整理し
たため、フロー及び制度改正の余地な
し。

0

制度改正の
余地がある 　

571 571

30年度の方向性 現状維持

（市）文書管理規程

736 301 301 599 900 1,223 －

総合評価（課題・方向性）：保管を要
する公文書が年々増加し、地下書庫の
容量は限界を迎えた。２９年度以降
は、外部の倉庫を利用し、引き続き適
正な公文書の保管に努める。

事業
内容
・

活動
手段

文書のオキカエに伴い発生す
る保存文書を各課より引き継
ぎ、保存年限ごとに収納され
た文書保存箱を地下書庫に保
存管理している。

578 828

効率性 1

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

0

補助
金

達成度

総合評価（課題・方向性）：引き続き
公印の厳重な管理と適正な使用の徹底
に取り組む。

事業
内容
・

活動
手段

公印の管守、公印の使用確
認、公印事前押印の申請受理

上乗せ 横出し

104 0
3 達成度 3

　制度改正の
余地がある 　

489 4,704

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

当該文書の真正性と公信力を
証する公印の厳重な管理と適
正な使用

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

効率性

業務フローに改
善の余地がある

廃止予定
の有無

495 495 4,758

効率性

1,905 1,905

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

東久留米市公印規程別表に定
められた公印

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

250 0 1,851

制度改正の
余地がある ☑ 30年度の方向性 現状維持

議案等の立案請求について
（昭和48年5月14日東久総庶発第19号）

296 0 1,976 1,976 6,677 －

説明：年度末に集中し、業務量増加の原
因となっている単年度要綱の在り方を見
直す必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

条例等を主管する各課から提
出された条例、規則、規程及
び要綱について、決裁権者の
決裁を受ける前に、法令適合
性、用字用語、書式について
審査する。

363 0
1 達成度 3

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

1,851 7,405

5,249

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

制定・改廃される条例等

審査した
条例、規
則、規程
及び要綱
の件数
(件)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

法令に適合した市民に分かり
やすい条例等の整備及び公表

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

業務フローに改
善の余地がある 　

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

保存文書管理事務

個-03

総務課
法務・文書担当

公印管理事務

個-04

総務課
法務・文書担当

489

公印の総
数(個)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

財政健全経営計画
実行プラン

条例等審査事務

個-02

総務課
法務・文書担当

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

30年度の方向性 現状維持

効率性 3 達成度 3

総合評価（課題・方向性）：円滑な市
議会の運営に資する。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　
説明：法定事務である。

説明：法定事務であり、大きな変化はな
い。

0 3,422 3,422

3,262 3,262 815,400

4,949 4,949 824,800

855,600 －

0

0

根拠
法令
等

外部評価

3

0

1

行政境界の確定等

行政境界

事業
内容
・

活動
手段

・申請書収受→現地立会い→
協定締結・証明書交付

対象

目的
・

意図

申請処理
件数(件)

廃止予定
の有無

事業
内容
・

活動
手段

議案のとりまとめ→招集告
示・議案送付

市議会開
催(回)

対象

30年度の方向性 現状維持

総合評価（課題・方向性）：各所管課
に廃棄要領の周知徹底を図り適正・確
実な廃棄手続を行い、個人情報等の漏
洩・流出が起こらないよう処理業務を
行う。

3

説明：地方自治法の規定による法定事務
である。（地方公共団体の区域の確認・
確定）

3

廃止予定
の有無

説明：公文書の確実な廃棄を行うととも
に、リサイクルにより庁内のトイレット
ペーパーを賄っており、これ以上のコス
ト削減は難しい。

 直営
（委託無）

 直営
（委託無）

行政
補完的

0

373

528

説明：申請は、例年0～3件程度で推移し
ており、大きな変化はない。

自主的
(条例・規則等)

地方自治法

257 257 256,680 －

508 32

136 592 28

効率性

財政健全経営計画
実行プラン

行政
補完的

上乗せ

東村山市小平市 清瀬市 西東京市

義務的
(法律・政令等)

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

15,680 373

行政事務及び市民の利用に支
障が生じないように、事務機
器の保守・管理を行う。

825 673

7420

財政健全経営計画
実行プラン

総合評価（課題・方向性）：確認申請
に基づき、適切に手続を行っていく。

3

　30年度の方向性 現状維持

効率性

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

3 達成度

0

0

0

補助
金

－0 0 0

247,440

努力義務的
(法律・政令等)

終期

廃止予定
の有無

政策的

742

135

対象 外部評価

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

横出し

21,110

廃棄文書
の数量
(kg)

（市）文書管理規程

18,060 387

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

文書引継ぎを受けた保存文書
で保存年限が満了した文書

 直営
（委託無）

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

対象

市議会

該当

上乗せ 横出し

4

6 0

小平市 東村山市

指定
管理

全部
委託

4

目的
・

意図

法定事務

清瀬市

456 456

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

確実な文書の廃棄処理

小平市 東村山市

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期
事務機器及び事務機器利用者

清瀬市 西東京市

給付
事業

29 －

説明：破砕・溶解は委託業務のため、業
務フローの改善及び制度改正の余地はな
い。

事業
内容
・

活動
手段

引継ぎを受けた保存文書のう
ち保存年限が満了した文書に
ついて、事業所において職員
が立ち会いの下で破砕・溶解
処理を行う。

達成度

　制度改正の
余地がある 　業務フローに改

善の余地がある

387 141

財政健全経営計画
実行プラン

対象

20,259

機器の故
障等に対
する対処
件数(件)

横出し

対象

30年度の方向性 現状維持

　― 75 839 839 706 1,545 20,598 －

説明：機器のリースについては、全庁で
のとりまとめ・長期継続契約を行うこと
で、費用の削減を図っている。
機器の性能や経費等について定期的な見
直しを行い、行政事務や市民サービスの
向上を図る。

総合評価（課題・方向性）：引き続き
機器の性能や経費等について定期的な
見直しを行い、行政事務や市民サービ
スの向上を図る。

事業
内容
・

活動
手段

達成度 3

廃止予定
の有無

説明：長期継続契約のため、大きな変化
はない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

事務機器の適切な管理を行
い、円滑な事務処理及び市民
等の利用に応える。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

75 825

上乗せ

839 68075

　制度改正の
余地がある

1,498

839 1,519

業務フローに改
善の余地がある

個-05

総務課
法務・文書担当

保存文書廃棄事務

外部評価

根拠
法令
等

効率性 3

議会の招集、議案
等の作成に関する
事務

個-08

個-07

総務課
庶務担当

行政区域の変更及
び廃置分合、証明
に関する事務

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

　

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

西東京市

補助
金

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

0

一部
委託

0

根拠
法令
等

努力義務的
(法律・政令等)

終期

地方自治法

全部
委託

一部
委託

指定
管理

19,969

個-06

総務課
法務・文書担当

事務機器管理事務

総務課
庶務担当

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

　
説明：法定事務である。平成２８年度は
訴訟に対応した。

説明：法定事務である。平成２８年度は
訴訟に対応したことから、開催回数は微
増した。

総合評価（課題・方向性）：審査申出
があった場合に、適正な審査を行う。

効率性 3 達成度 3

30年度の方向性 現状維持

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

地方税法
東久留米市固定資産評価審査委員会条例

清瀬市 西東京市

指定
管理

補助
金

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

財政健全経営計画
実行プラン

対象

30年度の方向性 現状維持

効率性 3 達成度

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　
説明：該当する学校は、市内に１校のみ
であり、大きな変化はない。

説明：東京都からの通知文の周知等は、
メールにより行うことにより効率化を
図っている。

総合評価（課題・方向性）：各種学校
への情報提供等について、緊急時の場
合等における配慮を行っていく。

3

272

25 4,602

1,061 3,901 －

1,001 3,972

226

1,021

25

1,797

総合評価（課題・方向性）：円滑な就
退手続を行う。

効率性 3 達成度 3

説明：法定事務であり、任期に応じて手
続きを行う。

0

総合評価（課題・方向性）：円滑な就
退手続を行う。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

0

33

業務フローに改
善の余地がある

0

42,780 －

清瀬市 西東京市

法定事務

外部評価

目的
・

意図

23 978

0

説明：法定事務である。

163 163

該当

82,480

一部
委託

指定
管理

補助
金

・退任届の収受
・事務引継書の調製
・人事案件議案の提出
・辞令交付

0

40,770

412 412 41,240

43

245

達成度

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

教育委員会・監査委員・農業
委員会・固定資産評価審査委
員会地方自治法

事業
内容
・

活動
手段

・退任届の収受
・人事案件議案の提出
・辞令交付

廃止予定
の有無

10

1

財政健全経営計画
実行プラン

対象

0

効率性

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

1 43

81,5402

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

0

0 － －

82

努力義務的
(法律・政令等)

終期

0

0

退任届受
理数、事
務引継
数、議案
提出数
(件)

00

対象

副市長、教育長

事業
内容
・

活動
手段

0

地方自治法

 (改正実施年度　　年度)

小平市 東村山市

0

82

説明：法定事務である。

説明：法定事務であり、任期に応じて手
続きを行う。

7

3

270 270

教育委員
会・監査
委員・農
業委員
会・固定
資産評価
審査委員
会の選
任・退任
に関する
事務(件)

上乗せ 横出し

指定
管理

0

終期

目的
・

意図 1,040

40

・東京都
からの通
知文等
を、市内
の私立専
修学校及
び各種学
校に通知
等した数
・市内の
私立専修
学校及び
各種学校
からの各
種届出を
受理・審
査した数

23

2,067 295,251 －

146

96 815 911

5

96 303,667

146

外部評価

目的
・

意図

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

納税者の権利利益の救済を図
る。

事業
内容
・

活動
手段

固定資産課税台帳に登録され
た価格に対する不服について
審査決定をする。

委員会の
開催回数
(回) 1,320 1,466 293,136

対象

固定資産課税台帳に登録され
た価格に対し不服のある者

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

小平市 東村山市 清瀬市

一部
委託

指定
管理

補助
金

対象 外部評価

私立学校法
地方自治法
市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例

自主的
(条例・規則等)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

1,015

事業
内容
・

活動
手段

・法定事務（私立学校法及び
地方自治法に基づく東京都の
特例条例による事務処理）
・東京都からの通知文の周
知、統計等の調査依頼・集計
及び東京都への回答等・市内
の私立学校からの各種届出の
受理・審査

40

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

自主的
(条例・規則等)

・東京都委託事務
・市内の私立専修学校及び各
種学校の指導・監督

対象

市内にある私立専修学校及び
各種学校

252

西東京市

目的
・

意図

法定事務

東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象

財政健全経営計画
実行プラン

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

個-09

総務課
庶務担当

小平市 東村山市

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

義務的
(法律・政令等)

個-12

総務課
庶務担当

固定資産評価審査
委員会事務

私立専修学校及び
各種学校に関する
事務

個-10

総務課
庶務担当

個-11

総務課
庶務担当

行政委員会委員の
選任・退任に関す
る事務

副市長・教育長の
選任・退任に関す
る事務

根拠
法令
等

根拠
法令
等

根拠
法令
等

全部
委託

行政
補完的

政策的

一部
委託

245

外部評価

 直営
（委託無）

全部
委託

6

一部
委託

小平市

行政
補完的

政策的

補助
金

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

情報管理課長
保木本　健一

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

94.9

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 ■ 該当（廃止年度28年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

情報管理課
統計調査係

　

17,633 23,140 3,305,714

　

3効率性

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 5
49,548

廃止予定
の有無

49,376

189

個-13

基幹統計、その他
の統計調査に関す
る事務

達成度

説明：統計法に基づき各統計調査が実施される
が、実施される調査の数や種類により事務執行
の効率性が左右される。調査期日のある年度だ
けでなく翌年度の調査の準備事務が発生する調
査もあり、この事務量によっても効率性が左右
される。５年に一度の調査は調査方法の見直し
などが行われることもあり、事務を執行してい
く上で工夫が必要。毎年実施の調査については
効率的に事務を執行していく。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

国の基幹統計調査等を行うこと
により、市内における各種統計
内容の実態を明らかにし、ま
た、庁内各部署の情報を集約し
た統計書を作成することによ
り、行政施策の基礎的資料を提
供する。

小平市

172

30年度の方向性

25,757 75,305

説明：28年度は、５年に一度の経済センサス－活動
調査、毎年実施の建設工事統計調査、学校基本調
査を実施した。また、調査期日を変更し29年6月に実
施する工業統計調査準備事務を行った。これらは各
種行政施策の基礎資料として活用されるものであり、
統計法に基づく法定受託事務のため、調査方法、内
容は厳格に定められており、市独自で事業の見直し
はできない。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民、市内全事業所

当該年度
に調査期
日のあっ
た基幹統
計調査数

行政
補完的

政策的

現状維持

3 達成度 3

総合評価（課題・方向性）：条例に基
づき引き続き適正に事務を執行してい
く。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　
説明：政治倫理等の確立を図るため、条
例に基づき適正に事務を執行している。
　市のホームページにも資産報告書等を
掲載し、広く公開している。

説明：条例に定められた手続であり、件
数に変化はない。

30年度の方向性

0 20 20 20,035

21 21 20,620

0

0

現状維持

統計法

3 3,789 3,171 618 15,761 19,550 6,516,667 －

総合評価（課題・方向性）：個人情報に対
する市民の意識の高まりや世帯構成の変化
に伴い、年々統計の調査環境が厳しくなっ
ている。調査を円滑に進めるために市民や
事業主の理解が不可欠であり、引き続き
ホームページや広報を通じて協力を求めて
いく。３０年度は毎年実施している調査が
学校基本調査など３調査、５年に一度の住
宅土地統計調査、その他に３１年度実施の
調査の準備事務が予定されている。調査方
法は国から示されており、事務改善の余地
は少ないが、可能な限り効率的に進めてい
きたい。「統計東久留米」記載のデータに
ついては、データ活用する部署や庁外の
ニーズを踏まえ、提供方法などの充実を検
討していく。
※その他
事業費のうち一般財源の主な事業は「統計
東久留米」の作成、特定財源は基幹統計調
査に係る事務経費である。

事業
内容
・

活動
手段

基幹統計調査本調査として①
経済センサス-活動調査②建
設工事統計調査③学校基本調
査、本調査以外では、29年度
に実施する工業統計調査準備
事務を行った。市独自事務と
して統計東久留米（統計書）
の編集・作成事務を実施。

制度改正の
余地がある

横出し

対象

3

業務フローに改
善の余地がある

25,101,667

東村山市

財政健全経営計画
実行プラン

清瀬市 西東京市

外部評価

7 5,507 5,318

－

0

0

0

効率性

21 21 21,390

3

51 51 245 296 15,559

306 247

現状維持

553 27,672

効率性

廃止予定
の有無

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

事業
内容
・

活動
手段

公開回数
(回)

小平市 東村山市 清瀬市
目的
・

意図

任期中の市長の資産の状況等
を公開することにより、政治
倫理等の確立を図る。

西東京市

対象 外部評価
財政健全経営計画

実行プラン

指定
管理

補助
金

行政
補完的

1

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

条例に基づき、市長の資産等
報告書等を公開する。

対象

市民

該当

上乗せ 横出し

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

政治倫理の確立のための東久留米市長の資産等の公開に関する条例

該当

目的
・

意図

実施機関が保有する個人情報
の開示、訂正、利用の中止を
請求する権利を明らかにし、
個人の権利利益の保護を図
る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

19
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

1

1

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民、行政対象者の個人情報

個人情報
の開示・
訂正請求
の処理件
数(件)

30年度の方向性

（市）個人情報保護条例

39 102 102 257 359 9,197 －

説明：条例に基づき実施している事務で
あるため、制度改正は難しい。

総合評価（課題・方向性）：各所管へ
個人情報保護制度について周知徹底を
図り、情報漏洩防止や適正管理に努め
る。

事業
内容
・

活動
手段

廃止予定
の有無

説明：開示請求・訂正請求の件数が増加
した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

　業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

5 達成度

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

上乗せ 横出し

20 306

個人情報保護条例の規定に基
づく開示請求により、東久留
米市の実施機関が保有する自
己の個人情報を開示するとと
もに、個人情報の開示請求の
処理状況を公表する。

個-15

総務課
庶務担当

市長の資産等の公
開に関する事務

個-14

個人情報保護制度
運営事務

総務課
法務・文書担当

個-16

総務課
臨時福祉給付金担
当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

高齢者向け給付金
給付事業

終期 平成29年3月31日

横出し

30年度の方向性

3 達成度

対象

平成27年度臨時福祉給付金の支
給対象者のうち、平成28年度中
に65歳以上となる者（昭和27年4
月1日以前に生まれた者）

申請受付
者数
(人)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

3

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

その他

・民法（贈与契約）
・（国）低所得の高齢者向けの年金生活者等支援臨時福祉給付金支給要領
・（市）東久留米市低所得の高齢者向けの年金生活者等支援臨時福祉給付金支給事業実施
　要綱

9,873 327,926 327,926 0 0 0 0 4,614 332,540 33,682 －

説明：単年度の要綱で実施をしている一
過性の事業であることから、改善に関し
て議論の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：「一億総
活躍社会」の実現に向け、賃金引上げ
の恩恵が及びにくい低年金受給者への
支援によるアベノミクスの成果の均て
んの観点や、高齢者世帯の年金も含め
た所得全体の底上げを図る観点に立
ち、所得の少ない高齢者等を対象とし
て、国により制度設計がなされ、各市
区町村が実施主体となる事業である。
事業実施に係る経費は、事務費も含め
全額国庫負担となっている。
※当事業は単年度の要綱で事業を実施
しており、一度限りの給付であること
から、平成29年度目標値の設定は行わ
ない。

事業
内容
・

活動
手段

・申請書（請求書）の交付
・申請書（請求書）の受付
・（不）支給決定通知の送付
・給付金給付

申請率
(％)

※申請受
付者数／
申請書交
付者数×

100

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

0 －

効率性

補助
金

目的
・

意図

「一億総活躍社会」の実現に
向け、賃金引上げの恩恵が及
びにくい所得の少ない高齢者
を支援するため、支給を行
う。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0 0 0 －

説明：当事業については、単年度の要綱
で事業実施をしていることから、効率性
については評価できない。
※抽出した支給対象者の方に一人でも多
くの方に申請をしてもらうため、広報紙
等を通じた申請勧奨を行いながらも、必
要最小限のコストでの事業実施に努める
ことで効率性を追及している。

0 0

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

79.1

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 ■ 該当（廃止年度28年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

92.4

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 ■ 該当（廃止年度28年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

秘書広報課長
渋谷　千春

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

370 380

秘書広報課長
渋谷　千春

349

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 374

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

367

個-17

総務課
臨時福祉給付金担
当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成29年3月31日

対象

自身及び自身を扶養している者
が平成28年度市民税（均等割）
を課税されていない者で、生活
保護制度の被保護者等となって
いない者

申請受付
者数
(人)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

平成28年度臨時福
祉給付金給付事業

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

0 －

30年度の方向性 その他

・社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を
  改正する等の法律　・民法（贈与契約）
・（国）平成28年度臨時福祉給付金支給要領
・（市）平成28年度東久留米市臨時福祉給付金支給事業実施要綱

16,394 74,870 74,870 0 0 0 0 6,478 81,348 4,962 －

説明：単年度の要綱で実施をしている一
過性の事業であることから、改善に関し
て議論の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：低所得者
に対し、平成26年4月からの消費税率
の引上げによる影響を緩和するため、
国により制度設計がなされ、各市区町
村が実施主体となる事業である。
事業実施に係る経費は、事務費も含め
全額国庫負担となっている。
当事業は支給金額は異なるが平成26年
度及び平成27年度にも実施しており、
今回で3年目の事業となる。
※当事業は単年度の要綱で事業を実施
していることから、平成26年度及び平
成27年度の「臨時福祉給付金給付事
業」とは分けて評価を行っている。平
成29年度目標値についても、同様の理
由から設定を行わない。

事業
内容
・

活動
手段

申請率
(％)

※申請受
付者数／
申請書交
付者数×

100

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

0 0

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

平成26年4月の消費税率の引
上げによる影響を緩和するた
め、低所得者に対して、制度
的な対応を行うまでの間の、
暫定的・臨時的な措置として
支給を行う。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0 0 0 －

・申請書（請求書）の交付
・申請書（請求書）の受付
・（不）支給決定通知の送付
・給付金給付

個-18

総務課
臨時福祉給付金担
当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成29年3月31日

対象

平成28年度臨時福祉給付金の
支給対象者のうち、平成28年
5月分の障害基礎年金又は遺
族基礎年金を受給している者

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 その他

・民法（贈与契約）
・（国）低所得の障害・遺族基礎年金受給者向けの年金生活者等支援臨時福祉給付金支給
　要領　・（市）東久留米市低所得の障害・遺族基礎年金受給者向けの年金生活者等支援
　臨時福祉給付金支給事業実施要綱

533 42,626 42,626 0 0 0 0 6,478 49,104 92,128 －

説明：単年度の要綱で実施をしている一
過性の事業であることから、改善に関し
て議論の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：「一億総
活躍社会」の実現に向け、賃金引上げの
恩恵が及びにくい低年金受給者への支援
によるアベノミクスの成果の均てんの観
点や、高齢者世帯の年金も含めた所得全
体の底上げを図る観点に立ち、所得の少
ない高齢者等を対象として、国により制
度設計がなされ、各市区町村が実施主体
となる事業である。
事業実施に係る経費は、事務費も含め全
額国庫負担となっている。
当事業は平成28年度臨時福祉給付金と同
じ申請受付期間、同じ申請書を使用し、
併せて支給を行っている。
※当事業は単年度の要綱で事業を実施し
ており、一度限りの給付であることか
ら、平成29年度目標値の設定は行わな
い。

事業
内容
・

活動
手段

・申請書（請求書）の交付
・申請書（請求書）の受付
・（不）支給決定通知の送付
・給付金給付

申請率
(％)

※申請受
付者数／
申請書交
付者数×

100

障害・遺族年金受
給者向け給付金給
付事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

0 0

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

申請受付
者数
(人)

※当初、
支給対象
者として
抽出し、
実際に申
請した者

のみ

説明：当事業については、単年度の要綱
で事業実施をしていることから、効率性
については評価できない。
※抽出した支給対象者の方に一人でも多
くの方に申請をしてもらうため、広報紙
等を通じた申請勧奨を行いながらも、必
要最小限のコストでの事業実施に努める
ことで効率性を追及している。

説明：当事業については、平成26年度及
び平成27年度にも実施しているが、単年
度の要綱で事業実施をしていることか
ら、効率性については評価できない。
※抽出した支給対象者の方に一人でも多
くの方に申請をしてもらうため、広報紙
等を通じた申請勧奨を行いながらも、必
要最小限のコストでの事業実施に努める
ことで効率性を追及している。

0 －

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

「一億総活躍社会」の実現に
向け、賃金引上げの恩恵が及
びにくい所得の少ない障害・
遺族基礎年金受給者を支援す
るため、支給を行う。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0 0 0 －

補助
金

目的
・

意図

市民や各種団体への情報提供
や意見交換の機会を設けるこ
とにより、市政への関心を高
め市民に開かれた市政運営を
目指す。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1,390 9,597 9,597 11,008 20,605 14,824

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市長及び各種団体等

理事者の
スケ
ジュール
を調整し
た件数
(市長分)

9,533 11,135 20,668 14,473

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

上乗せ 横出し

1,428 9,533

1,689,000

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

3

説明：
前年並みに実施している。

30年度の方向性 現状維持

東久留米市交際費運用基準

1,365 9,471 9,471 11,551 21,022 15,401 92

説明：
市民や各種団体との意見交換や交流の場
を設けるにあたり、的確性と柔軟性を
もって日程調整に配慮している。

総合評価（課題・方向性）：
市長の公務活動状況についてホーム
ページで公表していくとともに、市長
コラム「ライジング・サン」などを随
時更新していくことで、市政への関心
を高め開かれた市政運営を目指してい
きたい。

事業
内容
・

活動
手段

理事者のスケジュール調整等
により、交際活動の環境を整
備する。（理事者用車両の運
行管理を含む） 理事者が

市民や各
種団体と
意見交換
や交際・
交流を
行った件
数
(市長分)

効率性 3 達成度

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

☑ 30年度の方向性 現状維持

東久留米市表彰規則、東久留米市産業技能功労者表彰規定

2 310 310 3,252 3,562 1,781,000 100

説明：
規則・規定の見直しは、必要に応じ行っ
ている。
式典開催方法を見直し、受章者の参加し
やすさを向上させるとともに、業務フ
ローの改善を行った。

総合評価（課題・方向性）：
表彰式典開催方法の見直し（会場のバ
リアフリー化及び開催時間変更）によ
る28年度、29年度の実施状況を踏ま
え、表彰式典の開催時期については、
市制施行日の属する10月とし、多くの
受章者の出席が見込める日程（土曜
日・日曜日）としていきたい。

事業
内容
・

活動
手段

東久留米市表彰規則に基づ
き、推薦のあった表彰候補者
を表彰審査会にて審査し、表
彰対象者を決定する。そし
て、市制施行日に表彰状・感
謝状を贈呈する。

3,456 1,728,000

効率性 3 3

廃止予定
の有無

説明：
前年並みに実施している。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

　制度改正の
余地がある

達成度

321

表彰対象
者に対し
て、表彰
状・感謝
状を贈呈
できた件
数との割
合

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

2

目的
・

意図

表彰対象者に対し、表彰状・
感謝状を贈呈する。

東村山市 清瀬市 西東京市

2 279 279 3,099 3,378

対象

市の公益や文化向上に功労の
あった方、市民の模範となる
方。市の産業の発展及び技能の
練磨や後進の育成等に貢献した
方。

表彰審査
会及び表
彰式典の
開催日数
(日)

321 3,135

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

業務フローに改
善の余地がある

個-20

秘書広報課
秘書係

市長交際活動事業

表彰式典事務

個-19

秘書広報課
秘書係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

小平市

給付
事業

該当

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

管財課長
久保田　嘉代子

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成26年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

管財課長
久保田　嘉代子

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

管財課長
久保田　嘉代子

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

会計課長
坂東　正樹

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

対象 本庁舎

5,063

制度改正の
余地がある 　

説明：
年度により改修工事の規模が異なってい
ることから、工事規模により事業費に大
きな変動がある。
平成26年度に中央監視装置の更新を行っ
たため、事業費が増大している。平成27
年度は受変電設備コンデンサ等の更新を
行った。平成28年度は非常用発電機の蓄
電池交換等を行った。

14,449 327,240 9,624,706

287,073

307,728

3,604 14,558 305,235 7,098,488

地方自治法、東久留米市検査事務規程

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

個-21

管財課
管財係

庁舎維持管理事業

個-22

管財課
管財係

車両管理事業

自主的
(条例・規則等)

小平市 東村山市

指定
管理

廃止予定
の有無

個-23

管財課
検査担当

公共工事検査事務

根拠
法令
等

財政健全経営計画
実行プラン

清瀬市 西東京市

外部評価

横出し

対象

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ

廃止予定
の有無

根拠
法令
等

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

小平市 東村山市

給付
事業

該当

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

清瀬市 西東京市

終期 30年度の方向性

効率性 3 達成度 3

現状維持

地方自治法、東久留米市庁内管理規則

40 267,520 5,365 262,155 13,373 280,893 7,022,325 －

説明：
年々修繕・工事対象箇所は増加している
ものの、限られた予算の中で対応せざる
を得ない。施設整備プログラムの工事予
定に基づき計画的に対応していく必要が
ある。

総合評価（課題・方向性）：庁舎建設
から年数が経過しているため、各設
備・機器の更新時期を既に迎えてお
り、不具合の発生が増加している。市
庁舎は災害対策本部や災害時の一時拠
点であるため、公共性は高く、計画的
に基幹設備の更新を行っていく必要が
ある。

事業
内容
・

活動
手段

電気設備点検、警備、駐車場
管理、清掃、昇降設備、電波
障害、施設修繕工事等

 直営
（委託無）

全部
委託

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

一部
委託

43
廃止予定
の有無

修繕箇所
(箇所)

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

290,677

312,79134

補助
金

目的
・

意図

市庁舎機能の適正維持によ
り、市政業務、コミュニティ
事業等に、確実に対応する。

横出し

車検・定期点検実施
効率的な使用に向けた管理
エコカー導入による省エネの
実現

30年度の方向性 現状維持

地方自治法、東久留米市車両管理規程

26 8,525 8,525 13,373 21,898 842,231 －

説明：
予約システムを利用した共用車の予約は
手軽にできる反面、１日単位で予約する
ことが多く効率的な運用ができていない
ことから、管財課への直接予約車両を拡
大することで効率的な車両の運用を行っ
ていく。

総合評価（課題・方向性）：効率的な
運用ができるよう適正な利用に努め、
燃料費の削減を図る。同一の課で継続
的に使用して専用車化している車両に
ついては、共用車としての管理ではな
く所管換を行い専用車として管理する
ようにしていく。
また、購入より15年以上経過している
車両が多く、修繕費も嵩むことから、
適切な車両管理を行うとともに、計画
的な車両の更新が必要である。

事業
内容
・

活動
手段 26

業務フローに改
善の余地がある ☑

共用車

車検・点
検実施車
両数
(台)

上乗せ 横出し

6,200

達成度 3

5,497 14,449 19,946

　

767,154

20,755 798,269

効率性 3

説明：
多くの車両が購入より年数が経過し、老
朽化しており、計画的に更新を行ってい
く必要がある。平成28年度は2台の車両の
購入を行ったため、事業費が前年度から
増額となっている。

12,152

制度改正の
余地がある 　

6,398

効率性 3

14,555

93,985

6,366

6,1376,175

12,152 0

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

6,175

6,200

西東京市

26 5,497

安全運転・効果的な使用によ
る適切な車両管理の実施

小平市 東村山市 清瀬市

終期

公共工事の支出負担に向けた
確認事務として各種検査の実
施

財政健全経営計画
実行プラン

対象

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

事業
内容
・

活動
手段

124

131

契約金額５０万円以上の受注
者

契約金額
５０万円
以上の工
事受注者
の各種検
査、事務
打ち合わ

せ数
(件)

134

外部評価

目的
・

意図

現状維持

6,398 12,764 102,935 －

30年度の方向性
業務フローに改
善の余地がある

総合評価（課題・方向性）：
法令等に基づき適正に執行すべき事務
であり、現状維持すべき事業と評価す
る。

達成度 3

説明：
検査事務については、地方自治法及び東
久留米市検査事務規程に基づき、今後と
も適正に執行して行く方針であるため。

説明：
活動指標実績値の件数及び事業費・人件
費は、ほぼ前年と同数であり単位当たり
コスト額については、前年度比10パーセ
ント未満の増であった。平成25年度と26
年度は嘱託員２名で事務を行ってきた
が、平成28年度は27年度と同様に再任用
１名、嘱託員１名で行なった。12,152

対象

90,687

12,312

契約内容に即した施工の確認

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

指定
管理

一部
委託

全部
委託

472,135 16,577

16,504465,477

862,615

目的
・

意図

16,577 22,147 82

90

収納された公金を、予算科目
に基づき財務会計システム等
に記帳する。支出命令に基づ
き、支払日・支払い方法別に
処理し、債権者へ支払う。現
金出納簿の確実な履行に努め
る。

公金の適正管理

収納金件
数
(件)

30年度の方向性 現状維持終期

対象

36

16,504 25,250 41,754

根拠
法令
等

総合評価（課題・方向性）：地方自治
法等に基づく事務であり現状を維持す
る必要がある。平成30年度から地方公
会計制度に対応する新財務会計システ
ムの運用が予定されており、円滑かつ
適切な対応をする必要がある。

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ

該当
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

補助
金

－

東村山市 清瀬市

外部評価

行政
補完的

達成度

西東京市

 直営
（委託無）

政策的 (改正実施年度　　年度)

対象

横出し

小平市

自主的
(条例・規則等)

38,724

4,756

廃止予定
の有無

地方自治法
地方自治法施行令
東久留米市会計事務規則

公金（収納金、支払金、基
金）全体

事業
内容
・

活動
手段

3

説明：効率性については、前年並みの実
施であった。

4,756 26,383 31,139

説明：業務フローについては、財務会計
システムによる効率化が図られており、
また、公金統合収納の実施により円滑な
収納が図られている。制度改正について
は、本事業は法令に基づき実施している
事務である。

効率性 3

出納事務

個-24

会計課
出納係

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

会計課長
坂東　正樹

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

会計課長
坂東　正樹

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

90 72

産業政策課長
関　知紀

83

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 ■ 該当（廃止年度　28年度） 72

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ ■ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成26年度）
増加を目
指す指標

72

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

95 95

産業政策課長
関　知紀

96

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 93

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

95

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

9

9

目的
・

意図

1,152 128,000

東村山市

86

市の歳入歳出決算書の調整及
び印刷製本事務

出納閉鎖後、決算帳票・事項
別明細書等を出力・整理・集
計し、担当各部署へ照会す
る。確認後、印刷製本（業者
委託）を行い、各関係部署へ
必要数を配布するとともに決
算書を整理・保管する。

地方自治法第２３３条の遵守

作成・配
布日数
(日)

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

補助
金

小平市 東村山市

指定
管理

指定
管理

補助
金

現状維持

地方自治法
地方自治法施行令
東久留米市会計事務規則 9 275 275 895 1,170 130,000 －

説明：財務会計システムにより、円滑か
つ正確な決算書の作成がなされている。

総合評価（課題・方向性）：地方自治
法等に基づく事務であり現状を維持す
る必要がある。平成30年度から地方公
会計制度に対応する新財務会計システ
ムの運用が予定されており、円滑かつ
適切な対応をする必要がある。事業

内容
・

活動
手段

説明：効率性については、前年並みの実
施であった。

86

3 達成度 3

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

清瀬市 西東京市

終期

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

根拠
法令
等

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

自主的
(条例・規則等)

対象

東村山市

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

総合評価（課題・方向性）：地方自治
法等に基づく事務であり現状を維持す
る必要がある。平成30年度から地方公
会計制度に対応する新財務会計システ
ムの運用が予定されており、円滑かつ
適切な対応をする必要がある。事業

内容
・

活動
手段

各課で予算に基づき事務執行
された支払伝票等全てについ
て、法令・規則等に違反して
いないか、支払科目は適正か
等を審査する。
疑義がある場合は、伝票を起
票した担当部署へ差し戻し、
正しい予算執行ができるよう
助力・助言する。

169 22,453 22,622
3

説明：効率性については、人員配置の変
更に伴い人件費が伸びたことによるもの
である。

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

効率性 3 達成度

862

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性

3

85,008 174

個-25

会計課
審査係

伝票審査事務

清瀬市 西東京市

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

各課予算に基づく適法・適切
な予算事務執行を推進すると
共に、正当かつ合理的な事務
処理を図る。小平市

上乗せ 横出し

地方自治法
地方自治法施行令
東久留米市会計事務規則 85,257 69

88,596 169

総審査伝
票枚数
(枚)

　30年度の方向性 現状維持

255

効率性 1 達成度

庁内伝票起票職員及び決裁者

174 19,432 19,606 231

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

69 30,104 30,173 354 －

説明：業務フローについては、財務会計
システムにより円滑かつ正確な決算書の
調製がなされている。制度改正について
は、本事業は法令に基づき実施している
事務である。

個-26

会計課
出納係

決算書作成事務

852 1,148 127,556

290290

296 296

目的
・

意図
清瀬市 西東京市

効率性

廃止予定
の有無

説明：
市民が住宅等の修理、増改築等が必要に
なった時、協議会を通じて業者を斡旋す
る日常業務であり、効率性に変化はない

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

75 75 267

上乗せ 横出し

市民が住宅等の工事を行う
時、施工業者の紹介ができ、
また、市内業者の振興を図る
ことができる。

 (改正実施年度　　年度)

248
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

347 0

小平市

69 283 101

説明：
業務フローが明確に定められていること
から、業務フローに改善の余地はない。

個-28

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

努力義務的
(法律・政令等)

住宅増改築等工事
斡旋事業

給付
事業

該当

総合評価（課題・方向性）：
今後も現状どおり継続していく必要が
ある。受付の際の聞き取り及び協議会
への連絡時により詳細な情報の仲介を
行うことによりトラブル発生を最小限
にする必要はある。事業

内容
・

活動
手段

市と協議会の協定により、市
民が住宅等の修理、増改築等
が必要になった時、協議会を
通じて業者を斡旋する。

工事内容
に満足し
た割合
(％)

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

住宅増改築等工事斡旋事業実施要綱 244 0

終期

対象
市民、東久留米市住宅増改築
等工事斡旋事業登録団体協議
会

申請処理
件数(件)

業務フローに改
善の余地がある

69

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

281 0

行政
補完的

政策的

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

1,712 9,500 2,375 7,125

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
勤労市民共済会の自立小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

勤労市民共済会運営費補助金交付要綱 1,667 9,500 2,375

終期

対象 東久留米市勤労市民共済会

会員数
（人)

業務フローに改
善の余地がある

7,125 599

効率性

廃止予定
の有無

説明：
中小企業に勤める者の福祉に貢献する業
務である、効率性に変化はない

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

7,125 578 10,078 5,887

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

説明：
会員増に向けた取り組みや会の効率的な
運用について引き続き検討を進める必要
がある。

総合評価（課題・方向性）：
平成２９年度から、東京都からの補助
金が廃止されるが、中小企業等で働く
勤労者の福祉向上に資する事業である
ことから、現状維持とする。

事業
内容
・

活動
手段

中小企業等で自ら実施するこ
とが困難な総合的福祉事業を
実施し、勤労者の福祉向上の
ために設立された勤労市民共
済会の管理運営に関する経費
及び人件費に対する補助金交
付事務

実績報告の会
員目標数
2,000人(％)

2,375

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

3 達成度 4
1,712 9,500

612 10,112 5,907

個-27

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

勤労市民共済会管
理運営支援事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

10,099 6,058 115

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ □ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

9 9

産業政策課長
関　知紀

11

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 9

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

9

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

産業政策課長
関　知紀

0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

説明：
法に基づくものであるため、改善の余地
はない。

総合評価（課題・方向性）：
計量法（第１９条）に基づく計量器の
定期検査（２年に１回）であるため、
２８年度に実施した

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

業務フローに改
善の余地がある

説明：
昨年度は表彰対象者が増加したことに伴
い、人件費が増加し、単位当たりのコス
トが増加した

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

20 223 243 10,125

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

24

670
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

計量法、同施行令 300 20

終期

対象
市内の計量器を所有する商
店、事業所

検査を受
けた計量
器数(個)

20 214

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

清瀬市 西東京市

234 780

12,619

対象 外部評価

13 0

13,957

214 16,462

100

事業
内容
・

活動
手段

計量法に基づく事務で２年に
１度東京都による検査を補助
する。検査済シールを提供す
る。 適合と認

められた
割合(％)

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

正確な計量器による市民生活
の安心、安全を図る。

小平市 東村山市

上乗せ

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

給付
事業

該当

0 －

横出し

0

0

300 20

効率性 3 達成度 3
0

説明：
大規模小売店舗立地法に基づく事務で、
改善の余地はない。

説明：
規定に基づき行っている事務であり、業
務フローも明確に定められていることか
ら、業務フローに改善の余地はない。

　

説明：
例年通り、法律に基づき問題なく行った

推薦人数
(人)

　制度改正の
余地がある

個-32

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

大規模小売店舗立
地法事務

個-31

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

計量器検査事業

横出し

0 0

26

西東京市

対象 外部評価

4

努力義務的
(法律・政令等)

245 265

個-30

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

産業技能功労表彰
事務

小平市 東村山市 清瀬市

26

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

20 181 201

給付
事業

該当

上乗せ

0

清瀬市 西東京市

総合評価（課題・方向性）：
新たな出店や市への権限移譲により事
務量が増加する可能性があり、動向を
見据えた対応が必要である。

事業
内容
・

活動
手段

大規模小売店舗立地法に基づ
く事務は、東京都の事務では
あるが、事業者と近隣住民と
の調整が必要。一部事務取
扱。

意見提出
した割合
(％件)

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

大規模小売店舗立地法、同施行令 0 0

終期

対象

大規模小売店舗を立地する事
業者及びすでに立地している
事業者、市民

都への意
見提出の
件数(件)

28 28 7,000
財政健全経営計画

実行プラン

－

業務フローに改
善の余地がある

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

東京都と近隣住民との調整役
であるが、市としての要望な
どを都知事に述べることがで
きる。

総合評価（課題・方向性）：
市内産業の発展に貢献された方々を表
彰し、多くの市民にその功績を周知す
る業務であり表彰は今後も現状どおり
継続していく。

東久留米市の産業の発展及び
永年にわたり技能の練磨を積
み、また後進の育成に努める
等市民生活に貢献したものを
表彰する。

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：
２８年度は該当なし

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

25 25 －

対象 外部評価

21 20

指定
管理

補助
金

事業
内容
・

活動
手段

245 245 18,846

13 0

30年度の方向性 現状維持

産業技能功労者選考委員会運営要綱　東久留米市表彰規則 23 21

終期

対象 東久留米市内の勤労者

推薦対象
団体数(団
体)

業務フローに改
善の余地がある

21 300

効率性 1 達成度 5

20

20

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

321

財政健全経営計画
実行プラン

総合評価（課題・方向性）：
今後も継続していくが、より多くの方
に利用いただけるようＨＰ・広報等を
利用し、より効果的な周知方法につい
て検討する。

事業
内容
・

活動
手段

公衆浴場業者が実施するイベ
ント（「薬湯の湯」等）の広
報周知等、及び東京都からの
周知文書の配布等

公衆浴場
を利用し
てよかっ
たと感じ
た割合
(％)

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

効率性 3 達成度

122

廃止予定
の有無

目的
・

意図

市の産業の発展及び後進の育
成に貢献したという意識を高
める。

小平市 東村山市

3

廃止予定
の有無

説明：
市民が公衆浴場の利用において周知を図
る業務であり、効率性に変化はない

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

207 207 15,923

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

100

説明：
法令に基づき実施している事務であるた
め、制度改正は難しい。また、業務フ
ローも明確に定められていることから、
業務フローに改善の余地はない。

薬湯の日
の回数
(回)

業務フローに改
善の余地がある

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

イベント事業を広報やホーム
ページ等を通じて紹介し、公
衆浴場の存在を周知し、利用
の促進を図る。

13 0

個-29

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

公衆浴場利用促進
事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

終期

対象 公衆浴場業者、市民

財政健全経営計画
実行プラン

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

214

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

市民課長
小島　信行

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

市民課長
小島　信行

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

市民課長
小島　信行

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

市民課長
小島　信行

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

目的
・

意図

65,761

10,669

2,304

66051

66,488

37057

36,301

27199

27755

－

印鑑登録をしようとする住民

申請に基づき印鑑登録証を交
付し、印鑑登録証明書を発行
する

住民が身近な窓口で証明書の
交付等を受けられるようにす
る

連絡所を利用する市民

 直営
（委託無）

一部
委託

全部
委託

外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

個人番号を利用しようとする
市民

個人番号の指定、交付申請者
に個人番号カードを発行す
る。

個人番号を安全かつ適正に利
用し、効率的な行政運営及び
手続きの簡素化によって市民
の利便性を高める

対象

個人番号
カードの
交付件数
(件)

事業
内容
・

活動
手段

事業
内容
・

活動
手段

住民の異動情報を迅速･正確
に住民基本台帳に反映させる

対象

住民及び５年以内に転出した
元住民

住民票の
写し等の
発行件数
(件)

目的
・

意図

住民が権利を行使し、義務を
履行できるようにする

住民が財産等に係る諸手続き
を円滑に行えるようにする

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、行政手続にお
ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の規定による通知カード及び
個人番号カード並びに情報提供ネットワークシステムによる特定個人情報の提供等に関す
る省令、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律

努力義務的
(法律・政令等)

終期

横出し

廃止予定
の有無

外部評価

廃止予定
の有無

全部
委託

一部
委託

0

1,477 20,620 60,315

76,559

12,892

対象

東久留米市役所連絡所設置に関する規則

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

個-34

市民課
住民記録係

住民基本台帳事務

個-35

市民課
住民記録係

印鑑登録事務

個-36

市民課
住民記録係

連絡所運営事業

 直営
（委託無）

全部
委託

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

印鑑登録証明事務処理要領（(昭49.2.1自治振第10号自治省行政局振興課長通知)）
東久留米市印鑑条例

終期

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

指定
管理

一部
委託

指定
管理

補助
金

7,695

26,178

39,323 26,208 －

39,695 36,761

10,676

2,535 82,138 97,893 1,482

510

2,439 42,780 82,103

0 #VALUE!

1,457

64,170

個-33

市民課
住民記録係

個人番号通知カー
ド及び個人番号
カード関連事務

根拠
法令
等

廃止予定
の有無

補助
金

指定
管理

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ

該当
給付
事業

西東京市

対象

横出し

小平市 東村山市 清瀬市

1,164 －

82,480 95,372

達成度

効率性 4 達成度

1,434

144

243 12,139

11,993

2,742

15,755

12,389 252

住民基本台帳法

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

外部評価

該当

上乗せ 横出し

 直営
（委託無）

244 12,976

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象

2,688

2,685

対象

印鑑登録
証明書の
発行件数
(件)

目的
・

意図

事業
内容
・

活動
手段

20 14,973 17,681 493 －

14,434 17,158 473

13,690 16,774 453

39

342

35,856 2,708

2,724

3,084

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

行政
補完的

政策的

財政健全経営計画
実行プラン

対象

根拠
法令
等

財政健全経営計画
実行プラン

指定
管理

外部評価

廃止予定
の有無

上乗せ 横出し

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

26,502 5,377

5,437

対象

連絡所で
の証明書
の発行件
数(件)

目的
・

意図

事業
内容
・

活動
手段

西東京市

諸証明書の発行､公金収納業
務を行う

2,463 －

341 61,860

5,771 61,605 84,898

5,356 21 59,892 65,269

3,121

67,297 2,425

17,522

5,096

23,293

3

効率性 3 3

現状維持

30年度の方向性

30年度の方向性 現状維持

効率性 5

30年度の方向性 現状維持

3

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

業務フローに改
善の余地がある ☑ 制度改正の

余地がある 　

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

達成度 3

現状維持

効率性 3

業務フローに改
善の余地がある 　

達成度

説明：現在は窓口受付とデータ入力業務
を別の契約として一部委託しているが、
契約内容を見直し一本化することにより
事業費の削減および効率化を図れる可能
性があり、２９年度に実施する。
法令に定められた事務につき、制度改正
の余地は無い。

説明：個人番号カードの交付開始が２８
年１月だったため２７年度中の交付枚数
が少なく、２８年度の交付枚数が４倍以
上になったため効率性が向上した。

総合評価（課題・方向性）：個人番号
カードの交付申請が集中しているが、
申請数に対して交付ペースが追い付か
ない状況が続いているため未交付の
カードが増え続けてている。また、仕
事や学業を理由にした代理受け取りが
できないため、土日祝及び夜間の交付
等、対策が必要である。
法令に定められた事務につき、適法に
事務処理をしていく。

説明：法令に定められた事務につき、制
度改正の余地は無い。

説明：人件費を個人番号通知カード及び
個人番号カード交付事業と按分している
が、制度の本格開始により個人番号関連
の事務が増加したことに伴い住民基本台
帳事務の比率が低くなり、人件費が削減
され効率が向上した。

総合評価（課題・方向性）：法令に定
められた業務につき、適法に事務を処
理していく。

説明：国により統一された運用を求めら
れている事務につき、制度改正の余地は
無い。

説明：事業費・人件費の変動が少なく、
申請件数も例年並みだったため前年と同
程度の効率となった。

総合評価（課題・方向性）：国により
統一された運用を求めらてている業務
につき、適法に事務を処理していく。

説明：実施している業務は法令に定めら
れた事務につき、改善・改正の余地は無
い。取扱業務についても必要最低限であ
り、市民サービス低下を招くため、減ら
すことは難しい。

説明：２６年度は上の原連絡所の移転に
係る工事費により事業費が増加していた
が、２７年度は例年並みの事業費に戻っ
たため、一時的に効率性が向上した。
２８年度は事業費・人件費の変動が少な
く、申請件数も例年並みだったため前年
と同程度の効率となった。

総合評価（課題・方向性）：上の原連
絡所の移転に係る工事費により事業費
が増加した２６年度を除き、再任用職
員を中心とした運用や取扱業務の精査
等により出張所時代よりもコスト削減
を果たしている。今後も現状の運営体
制を維持していく。

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

市民課長
小島　信行

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

市民課長
小島　信行

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

市民課長
小島　信行

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

市民課長
小島　信行

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

事業
内容
・

活動
手段

2

802

676

21310

21,606

2

3

614

20,562

上乗せ

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

政策的

自衛隊法

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

財政健全経営計画
実行プラン

補助
金

自主的
(条例・規則等)

廃止予定
の有無

横出し

清瀬市

目的
・

意図

対象

目的
・

意図

西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

対象

上乗せ

対象 外部評価

廃止予定
の有無

臨時運行
許可件数
(件)

戸籍等証
明発行件
数(件)

在籍者等

国民の親族法上の身分関係を
登録する。戸籍に基づく証明
を発行して、身分関係を公証
する。

 直営
（委託無）

対象

一部
委託

市民課
住民記録係

自衛官募集事務

個-40

市民課
住民記録係

住居表示の適正化
事業

個-37

市民課
住民記録係

臨時運行許可事務

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

道路運送車両法
東久留米市自動車臨時運行の許可に関する取扱規則

対象

事業
内容
・

活動
手段

廃止予定
の有無

上乗せ 横出し

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

外部評価

指定
管理

申請に基づき臨時運行許可証
を適切に発行して仮ナンバー
を貸与する

臨時運行許可を必要とする自
動車･二輪車の使用者

道路運送車両の安全を確保す
る。

0

0

4,107

2,600 4,235 －

2,269 2,776507

2,883 3,595

461 461

個-38

市民課
戸籍係

戸籍事務

根拠
法令
等

個-39

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0 2,139

602602

507

2,281

44,919

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

全部
委託

財政健全経営計画
実行プラン

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

87 12,305

2,801

1,167 43,76213,559

89 12,381 5212,522

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

届書に基づき戸籍の記載及び
管理。届書及び戸籍原本に基
づく証明書類の発行。

12,685 102 12,475 108 57,604

戸籍法

該当

根拠
法令
等

根拠
法令
等

17

16 16

16 16 58 29,000

19,000

広報掲載
回数

募集対象年齢の市民

自衛隊入隊を希望する住民に
応募についての情報を提供す
る

事業
内容
・

活動
手段

目的
・

意図

自衛隊員の募集についての記
事を広報ひがしくるめに掲載
する

0 43 6017

0 42

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

住居表示に関する法律
住居表示に関する条例

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

横出し

255

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

終期

財政健全経営計画
実行プラン

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

対象 外部評価

行政
補完的

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

申請に基づき現地調査を経
て、住居番号を決定・通知･
住居表示案内板の交付を行う

住居表示の付定を受けようと
する住民及び法人等

対象

小平市 東村山市

事業
内容
・

活動
手段

住所付定
件数(件)

目的
・

意図

新築の住居において、居住者
が住民登録できるようにする

459

179

31 3,918170 139

139 40 3,832 4,011 8,356

441

480

59 4,278 4,533

　

効率性 3

9,876 －

4,088 9,270

30,000 －

570 41

制度改正の
余地がある

2,584

57,321 2,690

　制度改正の
余地がある

－

43,302 55,824

196

現状維持

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性

業務フローに改
善の余地がある

効率性

業務フローに改
善の余地がある 　

3

説明：事業費・人件費の変動が少なく、
申請件数も例年並みだったため前年と同
程度の効率となった。

達成度

現状維持

制度改正の
余地がある

業務フローに改
善の余地がある

効率性 3

　30年度の方向性 現状維持

達成度 3

30年度の方向性

効率性 3 達成度 3

　業務フローに改
善の余地がある

説明：１営業日あたり３件程度と少な
く、業務の効率化を図ったとしても効果
を確認することができない。法令に定め
られた事務につき、制度改正の余地は無
い。

説明：事業費・人件費の変動が少なく、
申請件数も例年並みだったため前年と同
程度の効率となった。

総合評価（課題・方向性）：法令に定
められた業務につき、適法に事務を処
理していく。

説明：法令に定められた事務につき、制
度改正の余地は無い。

説明：事業費・人件費の変動が少なく、
申請件数も例年並みだったため前年と同
程度の効率となった。

総合評価（課題・方向性）：法令に定
められた業務につき、適法に事務を処
理していく。

説明：法令に定められた事務につき、制
度改正の余地は無い。

総合評価（課題・方向性）：法令に定
められた業務につき、適法に事務を処
理していく。

説明：法令に定められた事務につき、制
度改正の余地は無い。

総合評価（課題・方向性）：法令に定
められた業務につき、適法に事務を処
理していく。

現状維持

3 達成度 3

説明：事業費・人件費の変動が少なく、
広報掲載回数も前年同様だったため前年
と同程度の効率となった。

　30年度の方向性

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

市民課長
小島　信行

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

40 46

福祉総務課長
菅原　信

34

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 46

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

35

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

福祉総務課長
菅原　信

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

124 181

福祉総務課長
菅原　信

160

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 52

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

12

戦没者の妻子、父母等や戦傷病者の妻
で、弔慰金の受給要件に該当する者及
び戦没者等の遺族等に対する弔慰金の
受給要件に該当する者

対象者が住所地の自治体で申
請並びに国債を受領できる。

　

業務フローに改
善の余地がある

12

業務フローに改
善の余地がある

163 163 13,583

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

上乗せ 横出し

改正住民基本台帳法
出入国管理法
難民認定法

目的
・

意図

当市に在住する外国人

特別永住者には「特別永住者
証明書」を、永住者等の中長
期在留者には「在留カード」
を発行する

在留外国人の居住、身分関係
を明確化し管理を行うことで
行政サービス提供の基礎資料
とする

個-41

市民課
住民記録係

中長期在留者住居
地届出等事務

根拠
法令
等

個-42

福祉総務課
福祉政策係

日本赤十字社協力
事業

個-43

福祉総務課
福祉政策係

市民葬事業

個-44

福祉総務課
福祉政策係

戦没者遺族等弔慰
金受付事業

根拠
法令
等

根拠
法令
等

対象

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ

政策的

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

戦没者の妻・子・父母等や戦
傷病者の妻や戦没者等の遺族
から弔慰金の申請を受けて給
付金を国債で代理受領し、請
求者に交付

給付
事業

該当

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

横出し

居住地の
届出、特
別永住者
証書等の
交付件数
(件)

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

 (改正実施年度　　年度)

対象

市民葬儀
券を発行
数(枚)

事業
内容
・

活動
手段

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

行政
補完的

市内在住
の戦没者
の妻・
子・父母
等や戦傷
病者の妻
や戦没者
等の遺族
で、弔慰
金の受給
申請を受
付をした
人数(人)

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

233

70

60 506 455 51 1,070

483

542 492

1,576

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　
説明：法令に定められた事務につき、制
度改正の余地は無い。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

2

26,267 －

制度改正の
余地がある

1,450 1,026 2,868 5,938

50 1,031 1,573 22,471

達成度効率性

1,842 392

総合評価（課題・方向性）：法令に定
められた業務につき、適法に事務を処
理していく。

説明：事業費・人件費の変動がないた
め、申請件数の増減がそのまま効率性に
反映される。２８年度については申請件
数が前年度より減少したため効率性が低
くなっている。

3

30年度の方向性 現状維持

現状維持

（国）戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法

77 0 855 855 11,104 113

説明：国の事業のため手続きが定められ
ているため、改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：国の事業
のため手続きが定められている。
戦没者の遺族の弔慰金の国債は、日本
銀行代理店に直接取りに行き、戦没者
に渡すため、市の予算は通っていな
い。事業

内容
・

活動
手段

市内在住
の戦没者
の妻・
子・父母
等や戦傷
病者の妻
や戦没者
等の遺族
に対して
弔慰金を
交付した
件数(件)

行政
補完的

政策的

効率性 1 達成度 4

廃止予定
の有無

説明：平成27年度から、戦没者等の遺族
に対する特別弔慰金の請求が始まり１年
が経過したため、請求件数が減ってい
る。

0

0

　30年度の方向性

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

1,237 1,237 5,309

標準的な葬儀費用を定める事
により葬儀費用の透明性を高
め、市民の経済的負担を少な
くする

市内の葬儀社と協定を締結、
全社同額の料金設定をして市
の指定葬儀社として承認。申
請してきた市民に市民葬儀券
を発行

親族の葬儀をするにあたって
定額で行いたい市民終期

対象

給付
事業

　

廃止予定
の有無

説明：昨年度の市民葬の利用者は減少傾
向にあった。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

30 0

制度改正の
余地がある 　

122 122 4,067
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

0

30年度の方向性 現状維持

（市）東久留米市市民葬儀実施要綱

12 0 85 85 7,083 100

説明：市民葬祭制度の趣旨を考えた場
合、市が標準的な料金を示すため、市民
と葬祭業者と契約がスムーズになされ、
現状で十分であり、業務フロー制度改正
の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：市民に
とっては比較的低額で葬儀を行うこと
ができるが、最近はさらに簡素な葬儀
（火葬のみ等）を望む市民も多い。市
民葬儀券を発行しているのみで事業費
はかかっていない。事業

内容
・

活動
手段

市民葬儀
券を発行
し、市民
の経済的
負担を軽
減した割
合(％）

123 123 3,844

効率性 1 達成度

行政
補完的

32
3

該当

30年度の方向性 現状維持

(国）日本赤十字法

1,760,564 0 427 427 0 74

説明：日赤奉仕団に対して事務局として
会場確保等の協力をしている。よって効
率化が図られ、業務フローに改善の余地
はない。

総合評価（課題・方向性）：市の総合
防災訓練では炊き出し訓練等に参加
し、地域の防災の取り組みに寄与して
いる。

事業
内容
・

活動
手段

活動資金
実績額/目
標額
（％）

行政
補完的

政策的

効率性 1 達成度 1

廃止予定
の有無

説明：活動資金の実績額が昨年度より減
少した。

0

　

407 407 0
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

412 412 0

日赤東久留米奉仕団関連事業
と日赤活動資金募集

市内自治会を対象にした赤十
字活動資金（社資）の募金活
動。また赤十字デーのイベン
トや防災訓練時の炊き出し訓
練などを実施

日赤の理念や事業を周知する
とともに、事業の財政基盤を
強化。また奉仕団の活動を活
発化させる。

2,337,045

1,806,229

目的
・

意図

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

東久留米
支部の活
動資金実
績額(円) 0

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

福祉総務課長
菅原　信

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

福祉総務課長
菅原　信

100

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

福祉総務課長
菅原　信

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

福祉総務課長
菅原　信

100

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ ■ その他（民生委員依頼） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成26年度）
増加を目
指す指標

100

行政
補完的

政策的

効率性 3
1

30年度の方向性 現状維持

（市）東久留米市在日外国人等高齢者・障害者福祉給付金支給要綱

1 120 120 42 162 162,000 100

説明：在日外国人無年金者福祉給付金の
申請等の業務フローは簡素化されている
ため、改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：対象者は
１名であるが、本来は国が年金法を改
正し無年金在日外国人高齢者・障害者
を救済すべきである。関連団体からは
増額の要求も出ているが、今後も現状
継続していく。事業

内容
・

活動
手段

在日外国
人無年金
者福祉給
付金が支
給された
ことによ
り、格差
が軽減さ
れた割合

制度改正の
余地がある

説明：支給者が昨年と同様であり事務手
続きも定例化し効率的に実施している。

　

120

達成度

　

161,000

西東京市

1

火災見舞
金支給件
数(件)

市内居住の火災被災者 業務フローに改
善の余地がある

一部
委託

指定
管理

補助
金

24 124 41,333

効率性

高齢者1名の申請を受理し、
所得等審査の上、裁定の決定
をして年2回の給付を行う。

3

業務フローに改
善の余地がある 　

現状維持

総合評価（課題・方向性）：被災者は
精神的、経済的に大きな痛手を一時的
に負うことから完全に廃止することは
できない。

3 3

廃止予定
の有無

説明：平成２７年度と比較し、火災件数
が増加した。

 直営
（委託無）

全部
委託

達成度

給付
事業

120 40 160 160,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

　制度改正の
余地がある

2,009

行政
補完的

政策的

廃止予定
の有無

上乗せ 横出し

目的
・

意図 321

長寿者への祝意を表する。

贈呈人数
／贈呈対
象者(％)

130 85 215 43,000 100

説明：本事業は、被災された方への見舞
金等の支給であり、業務フローが簡素化
されているため、改善の余地はない。

100

　30年度の方向性 現状維持

2,501 2,758 6,646 100

効率性 4 達成度 3
2,507

説明：業務フローは簡素化されており、
改善の余地は無い。今後も適切な記念品
を確保し、民生委員の協力を得て、事業
を進めている。

説明：対象者である、90歳到達者と100歳
以上の対象者は年々増加している。

総合評価（課題・方向性）：慶祝事業
の一環として、今後も継続して行きた
いと考えるが、贈呈人数の増加を考え
ると、他市の状況も踏まえながら、何
らかの見直しも検討する必要があると
考える。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

30年度の方向性

 (改正実施年度　　年度)

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

5

（市）東久留米市火災見舞金及び見舞品支給要綱

5 130

事業
内容
・

活動
手段

火災見舞
金を支給
したこと
により、
一時的に
役立った
割合

該当

上乗せ 横出し

3 100

60

個-48

福祉総務課
高齢者福祉係

長寿の祝い事業
補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

「火災見舞金及び見舞品支給
要綱」に基づき、火災被災者
に見舞金と毛布を支給

行政
補完的

政策的

個-47

福祉総務課
福祉政策係

個-46

福祉総務課
福祉政策係

行旅病人・死亡人
取扱事業

個-45

福祉総務課
福祉政策係

火災見舞金支給事
業

在日外国人無年金
者福祉給付金支給
事業

根拠
法令
等

根拠
法令
等

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

事業
内容
・

活動
手段

対象

363

該当

上乗せ 横出し

根拠
法令
等

住所・氏名不詳で、かつ引取
者がいない遺体等

自主的
(条例・規則等)

一部
委託

指定
管理

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

被災者に見舞金と毛布を支給
し、見舞の意を表すとともに
当座の用に役立ててもらう。

無拠出の老齢福祉年金等を受
給できる日本人との格差を解
消するための福祉的な給付金

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市

給付
事業

該当

（国）老人福祉法
（市）平成28年度東久留米市高齢者慶祝事業実施要領

415

満90歳到達と満100歳以上の
市民に記念品を贈呈するた
め、施設入居者は市で訪問
し、それ以外は民生委員に依
頼する。

満90歳到達及び満100歳以上
の市民

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

在日外国
人無年金
者福祉給
付金支給
者決定数
(人)

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

 直営
（委託無）

全部
委託

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

 直営
（委託無）

全部
委託

旅行中に倒れ療養の途のない
外国人に救護措置を、引取者
のいない遺体について火葬、
埋葬を行う。

自主的
(条例・規則等)

東村山市 清瀬市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

自主的
(条例・規則等)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

60 81

240 40 280 －

28,200

贈呈人数
(人)

外国人登録者で、日本国籍を
有していれば年金の無拠出制
度で年金受給できる者

2,760 7,603

2,009 195

2,507 253

2,204

161

120

141

120 41

2,501 257

6,866

777

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

墓地埋葬
法もしく
は行旅病
人及行旅
死亡人取
扱法適用
件数(人)

墓地、埋葬等に関する法律、
行旅病人及行旅死亡人取扱法
に基づき措置を行った。

廃止予定
の有無

説明：Ｈ２８年度は、Ｈ２７年度より取
扱い件数が少なかったため事務量が減少
した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0 240

　 拡大

（国）行旅病人及行旅死亡人取扱法　（国）墓地、埋葬等に関する法律
（市）行旅病人及び行旅死亡人の取扱いに関する規則

2 598 598 64 662 331,000 100

説明：法律により手続きが定められてお
り簡素化はできない。

総合評価（課題・方向性）：人間関係
が希薄化し、孤独死が増加している。
親族と疎遠になっているケースも多
く。見つかっても遺体の引取りを拒絶
するケースが増えているため、増加傾
向にある。事業

内容
・

活動
手段

墓地埋葬
法もしく
は行旅病
人及行旅
死亡人取
扱法に基
づいて処
理できた
割合

777 82 859 286,333

効率性 2 達成度

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

3
3

30年度の方向性

廃止予定
の有無

 (改正実施年度　　年度)

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

84,000 83,000

健康課長
遠藤　毅彦

83,179

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 83,089

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成２３年度）
増加を目
指す指標

83,704

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

175 175

健康課長
遠藤　毅彦

163

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 164

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

170

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

健康課長
遠藤　毅彦

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

4,000 4,600

都市計画課長
吉川　雅継

3,826

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 3,995

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

4,356

西東京市

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

東村山市 清瀬市

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

小平市

補助
金

一部
委託

該当

・安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律第５条
・東久留米市献血推進協議会要綱

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

総合評価（課題・方向性）：特別区や
保健所設置市と衛生面水準の均衡が維
持されるよう、東久留米市専用水道等
の事務委託に関する規約に基づいて、
東京都に専用水道等の管理、執行を委
託する。

3,231

総合評価（課題・方向性）：血液は生
命を維持するために必要不可欠であ
り、病気・けがの治療で日々必要とさ
れている。献血を実施することで、献
血事業の周知を図るとともに、献血で
きる機会の確保ができる。献血につい
ての必要性・重要性を理解してもらえ
るよう献血事業の周知・広報をし、よ
り多くの協力が得られるよう努める。

効率性 5
1,961

190 63,333

効率性 3

　 現状維持

2,065 2,1382,065 73

1,961

30年度の方向性

達成度

0 93

根拠
法令
等

対象

市内専用
水道等に
関する事
務処理委
託実施件
数(件)

727

事業
内容
・

活動
手段

目的
・

意図 921
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

505

自主的
(条例・規則等)

地域主権推進一括法・水道法・地方自治法

行政
補完的

政策的

上乗せ 横出し

地方自治法２５２条の１４の
規定に基づき、対象事務の管
理、執行を東京都に委託す
る。

市内の専用水道、簡易専用水道、特定
小規模貯水槽水道等、特定外小規模貯
水槽水道等以外・飲用に供する井戸等
に関する立入検査、水質検査等の事務

専用水道、簡易専用水道、小
規模貯水槽水道等、飲用に供
する井戸等の衛生管理の確保
を図る。

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

開催回数
(回)

説明：市の事業ではあるが、実質的な主
体は赤十字血液センターとなっており、
当該センターから多数の職員が派遣され
ている。そのため、市担当職員の負担と
しては当日の立会等、必要最低限の事務
量となっている。

説明：市役所１階市民プラザにて実施し
ているため、多数の市職員の協力も得ら
れている。コストも例年人件費のみと
なっている。

3
献血実施
者数(人)

年間開館
日数(日)

365

年間延べ
利用者数
(人)

365

365

指定
管理

年3回市民プラザホールにて
オープン方式で赤十字血液セ
ンターに協力実施。広報掲
載、庁舎内ポスター掲示・チ
ラシ配布。市ホームページに
献血推進のページを作成し周
知。

努力義務的
(法律・政令等)

終期

給付
事業

該当

西東京市

給付
事業

0 188 62,667

達成度

197 65,667

上乗せ 横出し

 (改正実施年度　　年度)

16歳以上70歳未満の健康な男
女（体重制限あり）

対象 外部評価

対象

事業
内容
・

活動
手段

目的
・

意図

東久留米市わくわく健康プラザ条例

行政
補完的

政策的

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

全市民

保健医療、地域福祉、児童福
祉、文化財、コミュニティ活
動の機能を持つ複合施設の維
持管理により、前記の活動の
場を提供確保する。

保健センター、休日医科・歯
科診療所、子ども家庭支援セ
ンター、郷土資料展示室、社
会福祉協議会事務局、防災倉
庫、市民貸出施設、事務室等
の施設維持管理

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

専用水道事務等の
事務委託

個-50

健康課
予防係

個-51

健康課
予防係

献血推進に関する
事業

わくわく健康プラ
ザ維持管理事業

個-49

健康課
予防係

外部評価対象

目的
・

意図

献血の必要性を周知し、協力
を促す。

根拠
法令
等

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市

根拠
法令
等

対象

事業
内容
・

活動
手段

該当

上乗せ 横出し

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

全部
委託

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

財政健全経営計画
実行プラン

3

0

　

3

3

2,941 －

3,304 3,587

2,031 4,022

業務フローに改
善の余地がある

3,231 73

70

説明：平成25年4月から地域主権推進一括法に基
づき、水道法（専用水道及び簡易専用水道）に
係る事務が「都」から「市」へ移譲された。し
かしながら、高度な専門性を必要とする事務で
あることから、26市のうち保健所設置市2市を除
く24市については東京都への事務委託を要請
し、規約が制定された。本件は負担金業務とな
る。

説明：28年度においては、専用水道・特
定小規模貯水槽水道等・飲用に供する井
戸等の立入検査、水質検査の実施件数が
27年度と比較して増加したため、事業費
も増加している。

　

3

業務フローに改
善の余地がある

188

197

190

制度改正の
余地がある

30年度の方向性 現状維持

54,888 5,134

3,848

55,206 4,976

52,526

説明：施設の老朽化に伴い、補修等に係
る事務量は増加しているが、管理運営に
ついては委託とする等、既に業務の見直
しは実施している。

説明：毎年確実に当該施設は老朽化し、
補修箇所は増加している。但し、平成27
年度は高額な修繕料を要する案件が少な
かった。

30年度の方向性 現状維持

達成度

制度改正の
余地がある 　

3
56,374 154,449

効率性

54,888 60,022 164,444 100

総合評価（課題・方向性）：
わくわく健康プラザは、健康課の保健
センター、児童青少年課の子ども家庭
支援センター、生涯学習課の郷土資料
室、防災防犯課の防災倉庫と貯水槽、
学務課の滝山小記念室、ゴミ対策課の
集積所といった各課の施設が存在する
複合施設であるとともに、体育室や集
会室等の貸し出しも行っており、市民
にとって必要不可欠な施設である。
今後も東久留米市施設保全計画に沿っ
た管理を実施していくが、施設の老朽
化に伴う補修等については、優先的な
個所から継続的に実施していく必要が
ある。

　制度改正の
余地がある 　業務フローに改

善の余地がある

3

55,206 60,182 164,882

52,526

8

都営住宅
募集実施
回数(回)

都営住宅
案内配付
部数(部)

201

238

461

652

都営住宅募集を広く市民に周
知するとともに、募集案内を
入手しやすいように市役所・
連絡所等で募集案内を配布す
る。 6

238

小平市 東村山市 清瀬市

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

（都全体分）募集市報掲載、
募集案内配布、都住宅供給公
社へ配布状況報告
（地元割当分）募集案内作
成、募集市報掲載、申込受
付、公開抽選会の開催、資格
審査、都市整備局へ審査結果
提出、合格通知発送。

142,167

補助
金

898 149,667

効率性 1 達成度

6

対象

制度改正の
余地がある

総合評価：本事務は今後も都の決定に
従って、引き続き広報誌とホームペー
ジを通して、都営住宅の入居を希望す
る市民の方への募集の告知等の事務を
進めていく。

説明：市からの希望は反映されるが、基
本的には東京都が募集内容を決定してい
るため、業務の大幅な見直しは困難であ
ると考える。

説明：平成27年度は地元募集が年2回だっ
たが、平成28年度は地元募集が年4回と
なったため、募集案内の印刷製本等の事
業費や人件費は増大した。

2

30年度の方向性

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

（都）市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例

都営住宅への入居を希望する
市民

201

都市計画課
計画調整担当

都営住宅募集事務
事業

個-52

西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

業務フローに改
善の余地がある 　 　

660

853

1,266

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

目的
・

意図

現状維持

461 1,727 215,875 83

事業
内容
・

活動
手段

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

0 0

都市計画課長
吉川　雅継

0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

0

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

0 0

都市計画課長
吉川　雅継

0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

2

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

道路計画課長
小林　徹雄

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

15 15

環境政策課長
小泉　勝巳

11

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 17

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

16

　30年度の方向性

595 297,500

976 488,000

補助
金

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性

該当

0

住居表示
に関する
要望・苦
情件数
(件)

18

41

91

41

合理的な街区を設定すること
により、住所や目的地が明確
となり市民等の利便性が向上
する。

根拠
法令
等

対象

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

住居表示に関する法律
（国）街区方式による住居表示の実施基準
（市）住居表示に関する条例

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

127

目的
・

意図 0

0

1

事業
内容
・

活動
手段

上乗せ

縮小

62 80 － 100
団地建替えや区画整理事業の
施行により必要となる街区の
見直しを行う。

街区変更
箇所数(箇
所)

説明：法令に基づく事務のため、改善・
改正の余地はない。

説明：街区変更の有無に左右されるため
算定不可

－

127,000

効率性 3 達成度 3

62

0

36

総合評価（課題・方向性）：街区変更
については、上の原地区における区画
整理事業が、平成30年度に換地処分を
予定しているため、併せて当該地区の
変更を行う予定。
住居表示を実施して50年近く経過した
ことから、街区表示板の劣化等につい
ての苦情が寄せられるようになってき
ている。
今後は、当該表示板の更新等について
検討を行う必要がある。

業務フローに改
善の余地がある 　

36

制度改正の
余地がある

市民、来訪者、事業者等

東村山市 清瀬市 西東京市

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

適正な街区案内板を設置する
ことにより、市民及び市を訪
れる人の利便性が向上する。

104

案内板に
関する苦
情件数
(件)

107

62

横出し

廃止予定
の有無

街区案内板の設置（更新・新
設）を行う。

2

2

533

872

891

小平市
目的
・

意図 533

行政
補完的

現状維持

891 998 499,000 100

事業
内容
・

活動
手段

効率性 3 達成度 3

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

上乗せ

市民、来訪者、事業者等

根拠
法令
等

対象

872

終期

個-54

都市計画課
土地利用計画担当

住居表示街区管理
事業

都市計画課
土地利用計画担当

街区案内板設置事
業

個-53

横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

説明：更新に当たっては、スチール製か
ら腐食に強いステンレス製の枠に順次交
換している。
　平成28年度は、平成27年度同様2基の更
新を行ったため、コストに大きな変動は
生じなかった。

総合評価（課題・方向性）：本事業
は、住居表示の周知等のため、市内41
箇所に設置された街区案内板につい
て、街区の変更や経年劣化、道路整備
等により著しく地形に変化が生じたも
のを更新する事業であり、平成25年度
より見やすさの向上を図るため街区の
色分けを行い、平成27年度より、指定
緊急避難場所等を明示し、さらに利便
性を向上させた。
今後も利便性の向上のため順次更新を
進めていく。

該当

説明：街区の変更や経年劣化等が生じた
案内板を交換するものであり、改善・改
正の余地はない。

設置基数
(基)

2

自主的
(条例・規則等)

183

交通災害に対して、お見舞金
が支払われることにより事故
に遭遇した人の手助けとな
る。

年度加入
者数(人)

個-55

道路計画課
道路交通計画係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

交通災害共済事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

指定
管理

補助
金

30年度の方向性 現状維持

4,913 0

説明：東京市町村総合事務組合規約に基
づき行っている事務であることから、業
務フローの改善及び制度改正の余地はな
い。

総合評価（課題・方向性）：
東京都市町村総合事務組合が運営する
「ちょこっと共済」（東京都市町村民
交通災害共済）は、東京都全市町村の
住民が会員となり、交通災害にあった
会員に対し、見舞金を支払うことによ
り、事故にあわれた方を励まし、地域
に助け合いの輪を広げようとする相互
扶助を目的とした制度であり、加入及
び見舞金請求の受付を行っている。昨
年度の東久留米市民だけでも約5,500
人の加入者がおり、利便性に寄与して
いる。
交通災害が継続して発生している状況
の中、今後も継続していく。

効率性 2 達成度 3

979 1,190 217

1,027 209 100

211

業務フローに改
善の余地がある

0 1,027

見舞金の
請求数に
対する見
舞金の支
給割合
(％)

5,400 0

　制度改正の
余地がある 　

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

事業
内容
・

活動
手段

一部
委託

給付
事業

該当

東京市町村総合事務組合規約

説明：27年度に比べ、加入者数が減少し
たため。

5,487 211

終期

対象

市民（市内に住居し、住民票
又は外国人登録している者）

①加入申込書を各世帯に配布
し加入申込の受付(年間）
②見舞金の請求手続
③市内金融機関での窓口加入
手続きの推進
④街頭（市役所前）における
加入受付の推進

0 990 990

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

5 306 644 37,882

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

①市内あき地の所有者、管理
者
②市民（苦情者）

草刈の指
導件数
(件)

上乗せ 横出し

17 338 333

　30年度の方向性 現状維持

・（市）空き地の管理の適正化に関する条例

11 312 307 5 309 621 56,455 136

説明：雑草等除去費を予算措置した上
で、所有者より業者委託費を納入させ、
市が委託業者へ発注している。条例設置
により、所有者等は市に除去委託ができ
る定めのため、業務および制度の変更は
できない。

総合評価（課題・方向性）：継続実施
が必要である。空き地の件数が増加傾
向であるため、自主的な予防措置を促
す方法も検討していく。

事業
内容
・

活動
手段

・市内パトロールによる不適
切管理の空き地の把握
・不適切管理の空き地への指
導
・市の受託による雑草除去代
行（業者への委託）
・空き地についての苦情相談 空き地の

苦情件数
（件）

338 590 36,875
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

5

廃止予定
の有無

説明：平成28年度は苦情件数が減少し
た。過去からの指導啓発により、所有者
自身が自ら空き地へ対応を図った結果と
考えられる。雑草除去の受託費について
は同額が歳入されるが、空き地は増加傾
向であることから、把握・管理にかかる
人件費は増加傾向である。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

周辺の生活環境への影響(防
犯､害虫の発生)を防止する｡
所有者が自ら進んで除草に携
わり適正管理ができる状態に
なる

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

16 252 248 4

効率性 1 達成度個-56

環境政策課
生活環境係

あき地管理指導事
業

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

7

教育総務課長
小堀　高広

0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

0

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

30 32

生涯学習課長
市澤　信明

23

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 45

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（東京都市社会教育課長会主催） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（東京都市社会教育課長会主催）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

19

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

保険年金課長
廣瀬　明子

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（各市とも実施  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

施設建設課長
武内　浩司

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

個-57

教育総務課
庶務係

奨学資金助成事業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

貸付金未償還者

対象人数

1

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

7
廃止予定
の有無

補助
金

目的
・

意図

貸付金の全額償還を図る。

小平市 東村山市 清瀬市

現状維持

東久留米市債権管理条例

7 1 1 193 194 27,714 －

説明：既に奨学資金事業は廃止してお
り、また、債権管理条例の規定により一
部の貸付金の債権放棄を行ったので制度
改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：貸付金の
未償還金催告事務は引き続き行う。

事業
内容
・

活動
手段

貸付金の返還が始まる者に対
する督促及び未償還者に対す
る催告を行う。

全額償還
件数(％)

効率性 1 達成度 3

説明：債権回収は事務の効率を図るより
も、地道かつ、こまめに債務者に連絡を
とることが重要であり、このことで長年
連絡のつかなかった債務者からも現在月
5,000円の償還があった。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

1 62 63 9,000

西東京市

7

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性

　制度改正の
余地がある

1

　30年度の方向性

1 82 83 11,857

郷土誌フェアに訪れる市民・
都民 現状維持

効率性 1 達成度

業務フローに改
善の余地がある

説明：多摩地域の市町が出版している文
化財や郷土史・自然に関する書籍の展示
販売会を年1回行っている。

説明：平成28年度に29回を数える事業
で、事業への参加は任意であるが、多摩
27市町の自治体が参加しており、市民・
都民への文化財保存普及啓発の効果は大
きい。今年度は幹事市に当たり、参加募
集から担当者説明会の開催、ポスター・
チラシ・図書目録の作成等、年間を通し
てフェア全般の準備事務、会場設営・撤
去作業等が大幅に増加した。

総合評価（課題・方向性）：頒布書籍
数は少ないが、文化財保護意識の高揚
を図るために今後も継続して参加して
いく。

1,779 55,594 72

105 3,500

138 4,313

東久留米市刊行の文化財資料
集等の普及

30

32

東京都市社会教育課長会文化
財部会主催の「多摩郷土誌
フェア」を年1回（2日間）実
施、27市町参加

東久留米
市の展示
書籍種類
（点）

東久留米
市の頒布
書籍数
（冊）

32

15 90

15 123

25 1,754

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

25

事業
内容
・

活動
手段

15

 直営
（委託無）

財政健全経営計画
実行プラン

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市

対象 外部評価

西東京市

全部
委託

一部
委託

指定
管理

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

行政
補完的

政策的

個-58

生涯学習課
文化財係

文化財出版物普及
事業

1

37,467

制度改正の
余地がある

業務フローに改
善の余地がある 　

35,621

33,440 33,440 46,906

根拠
法令
等

対象

15

目的
・

意図

総合評価（課題・方向性）：すでに示
されている年金生活者支援給付金や、
受給資格期間の短縮等制度改正の実施
の動向を鑑みながら、無年金者を年金
受給等に結び付くよう適正な事務執行
に努める。

3

説明：被保険者数の増減にかかわらず、
年金手続や免除申請の問い合わせ等は一
定している。

説明：法定受託事務として規定されており、被保険者の
年金受給権に結び付ける事業であるため内容の変更はで
きないし、改善の余地はない。窓口等の受付事務につい
ても、年金センター等への外部組織に照会・確認する作
業が必然的に生じている。法定受託事務に対し国庫委託
料は３３，４４０千円である。事業費の決算額は１７，
２２８千円であるため、差額の１６，２１２千円は人件
費相当分である。

74,394 4,066

効率性 2 達成度

－80,346

30年度の方向性 現状維持

総合評価（課題・方向性）：工事施工
時の事故防止に向けた安全対策や、設
計・積算に使用する各種基準類の改定
並びに公共工事の品質確保の促進に向
けた取組み等について説明を行い、各
団体において情報共有化する等の発注
者の建設事業の適正な執行を図ること
が目的であるため、引き続き当該事業
に参加していく。

事業
内容
・

活動
手段

建設工事の適正かつ効果的な
執行の確保を図るために、必
要な取り組みについて協議・
検討する。（各種基準類の改
定について、工事安全対策の
取組み　等）

38,773

133,000

7 159 166 83,000

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

7 132 139 139,000 －

説明：
当該協議会が開催するものについて参加
するため、改善の余地はない。

効率性 1 達成度 3

30年度の方向性 現状維持

国民年金事業

個-59

保険年金課
国保年金資格係

16,750

17,644

国民年金の加入・喪失、裁定
請求等受付及び年金事務所へ
の進達業務。

国民年金加入対象者（原則、
２０歳～６０歳）

国民年金
第１号被
保険者数

目的
・

意図

法定受託事務として、国民年金に係る
加入・喪失等の異動処理及び裁定請求
の受理等年金事務所への進達事務を適
正に執行し、被保険者の正しい記録管
理に努め年金受給権に結び付ける。 18,297

対象

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

（国）国民年金法

事業
内容
・

活動
手段

小平市 東村山市 西東京市

38,463

4,797

37,467 75,930 4,303

　

38,773

横出し

行政
補完的

財政健全経営計画
実行プラン

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

対象 外部評価

政策的

清瀬市

指定
管理

補助
金

廃止予定
の有無

根拠
法令
等

行政
補完的

政策的

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

東京都区市町村土木関係技術
管理連絡協議会参加自治体

開催回数
(回)

7

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

2

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

1 7

廃止予定
の有無

説明：
　当該事業は、各団体における実施業務
の情報共有の場でもあるが、年間におけ
る実績値（開催回数）に差異があり、効
率性に影響する。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

建設工事の適正かつ効果的な
執行の確保

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1 7 7 126 133

個-60

東京都区市町村土
木関係技術管理連
絡協議会参加事業

施設建設課
工事係

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別評価事務事業 施策番号・名 個 施策体系外事務事業 基本事業番号・名

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成26年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

－

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

60

産業政策課長
関　知紀

51

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

説明：審査庁の諮問を受け調査審議・答
申する附属機関である。平成28年度に設
置されたが、諮問はされなかった。

説明：審査庁の諮問を受け調査審議・答
申する附属機関である。平成28年度に設
置されたが、諮問はされなかった。

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

0 0

0 0

31

　制度改正の
余地がある 　

審査会の
開催回数
（回）

86 117 116,560 －

総務課
庶務担当

1

行政不服審査会事
務

0

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

対象

30年度の方向性 現状維持

総合評価（課題・方向性）：審査庁の
諮問を受け調査審議・答申する附属機
関である。平成28年度に設置された。

3 達成度 3

業務フローに改
善の余地がある

効率性

審査庁の諮問を受け調査審
議・答申する附属機関であ
る。

目的
・

意図

国民の権利利益の救済を図る
とともに、行政の適正な運営
を確保する。

0

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

0 －

0 0 －

0

行政処分に対し不服のある者

事業
内容
・

活動
手段

個-61

31

該当

上乗せ 横出し

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

行政不服審査法
東久留米市行政不服審査に関する条例

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

根拠
法令
等

行政
補完的

西東京市

0

個-63

産業政策課
振興企画係 根拠

法令
等

努力義務的
(法律・政令等)

発見　WALK　WALK
東久留米

━

業務フローに改
善の余地がある

1,643

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

効率性

廃止予定
の有無

説明：初年度のため

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

━ 0

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

　市内を周遊してもらうこと
で地域のつながりを強め、地
域の活性化を図ると同時に、
参加者の日常活動量を増やし
健康づくりを進めることを目
的とする。

説明：イベントの参加を促すため、地域
の特産品プレゼントを物的インセンティ
ブとして設定した。市民が継続的に取り
組むためには、地域のイベントの楽しさ
を伝える等の心理的インセンティブへの
移行を図る必要がある。

総合評価（課題・方向性）：
　財政の健全化には医療費の削減が課
題となっている。市民が健康に活動す
るきっかけとなるイベントやブランド
認定商品、農産物の直売所を市民が認
知することが重要である。
　継続性のある取り組みとするために
は、参加者にプレゼントを与えるよう
な物的インセンティブの付与から市HP
など活用してイベント等の魅力をPRす
る方法に変え、心理的インセンティブ
の付与に移行する必要がある。事業の
目的は健康課が行う東くるめわくわく
元気plus+によっても達成されること
から、本事業を廃止し、その一方で地
域のイベントの紹介のみを市観光HPで
継続する。

事業
内容
・

活動
手段

　市民の健康増進を目的とするため健
康課の「東くるめわくわく元気plus
＋」と連携し、地域活動団体などが実
施するイベント・ブランド認定商品・
農産物の直売所を紹介する冊子を配布
する。アンケート回答者には、抽選で
地域の特産品をプレゼントする。

紹介した
地域イベ
ント数

#VALUE!

0

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性

廃止(完了･統合含
む)

地方創生加速化交付金交付要綱

17,000 1,635 1,635

3 達成度 3
0 #VALUE!

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

政策的 (改正実施年度　　年度)

終期

対象

3,278 193 －

市民

参加冊子
の配布
（冊）

小平市 東村山市 清瀬市

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

東久留米市に縁あってふるさ
と納税を行っていただいた方
に、より東久留米市に愛着を
持ってもらうため。小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

11 300東久留米市ふるさと納税に係る特産品等贈呈事業実施要項 7 11

終期

対象

市外在住で、1回当たり1万円
以上の寄附（ふるさと納税）
をしていただいた個人の方

ふるさと
納税の件
数(件)

業務フローに改
善の余地がある

効率性

廃止予定
の有無

説明：平成２７年度より事業への周知が
なされたため、贈答品数が増え、単位当
たりのコストが大幅に減少した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

7 207 214 71,333

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

311 44,429 100

説明：平成２７年度から始まった制度で
あり、その際、効率的な業務フローを作
成したため、現状、現状改善点はない

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

－ 0

個-62

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

ふるさと納税によ
る寄付者への贈呈
品送付事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

総合評価（課題・方向性）：
ふるさと納税の周知とともに東久留米
市へふるさと納税をした際の特典のＰ
Ｒを積極的に行う。また、贈呈品の種
類を増やしていく。

事業
内容
・

活動
手段

東久留米市の特産品を贈呈す
る

特産品を
贈呈した
割合(％)

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

5 達成度 3
3 7

0 #VALUE!

東久留米市


